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1. はじめに 

 近い将来での，南海トラフ地震の発生が予想されており，また，

高齢化が進んでいる．本研究では，兵庫県内の福祉避難所指定に

関する現況，課題把握のためのアンケート調査を行った．また，

高齢者人口の統計を行い，その統計とアンケート結果をもとに，

福祉避難所の災害に対する準備状況・災害時避難に際しての支障

を明らかにすることを目的とする． 

 

2.  調査方法 

2.1 施設内容に関するアンケート調査 

 web上の資料や直接の問い合わせにより得られた各自治体の福

祉避難所の「指定状況」をもとにアンケート調査を行った．対象

地域は兵庫県全域（29市 12町）．アンケートの配布数は 773（行

政への問い合わせでわかった箇所），回収数は 271，回収率は

35.1%，信頼度は 95.8%（誤差範囲を 5%とした）となった．アン

ケート項目は以下の表－1 のとおりである．アンケートの配布・

回収は郵送により行った．本アンケートの回答結果をもとに，単

純集計とクロス集計を行った． 

2.2 将来人口動態からみた福祉避難所の需要推計 

 総務省統計局のページから各自治体の阪神淡路大震災後の

1995年から 5年ごとの高齢者人口データを入手し，直線近似によ

り，南海トラフ地震の発生確率が 70%と予想されている 30 年を

目安に，2030年，2050年の将来人口を求めた． 

行政ごとの収容定員と利用者数についてはアンケートのデータ

をもとに算出した．自治体ごとにデータの平均を出し，施設数で

乗じたものを行政ごとの収容定員・利用者数とした．回答のない

自治体の将来人口については，全体の平均を利用して求めた． 

また，高齢者のうちの災害時要支援者の予定している割合につ

いて各自治体に問い合わせ，それを平均したものを災害時要支援

者の割合とし，予測人口から災害時要支援者数を求めた． 

 

3. 調査結果 

3.1 施設内容に関するアンケート調査 

a) 懸念される災害，過去の被災状況 
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表－1 アンケート項目 

 

 

 

図－１ 懸念される自然災害 
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 図－１に懸念される災害の種類の回答集計結果を示す．図

より地震や台風，土砂災害を懸念している施設が多いことが

わかる．  

過去に被災したことがある施設は回答があった施設の内，

2割ほどであった．災害としては，地震(兵庫県南部地震)と台

風(2004年 台風 23号)がほとんどで，そのほかに河川氾濫や

土砂災害などがあった． 

b)「福祉避難所」に対する行政からの支援の有無 

 図－２に「福祉避難所」に対する行政からの支援の有無の

回答集計結果を示す．図より，4 割の施設が行政からの支援

を受けていることがわかる．支援内容として，食事，毛布，

簡易ベッド，タオル，簡易トイレ，発電機，ライト，仮設ル

ーム，AED，ハザードマップ，災害時連絡網，災害時安心フ

ァイル，歩行器，担架，ラジオ，連絡会設置，費用の負担（人

件費，食費など），職員の配備，福祉避難所とする場合は行政

が指揮する，訓練を合同で開催などがあげられている． 

c）運営マニュアルの有無 - 訓練の有無 

 表－2 は運営マニュアルの有無を訓練の有無ごとの割合で

表したものである．表の赤の部分が示すように，マニュアル

のある施設は訓練を行っている割合が高い傾向にあること

がわかる． 

3.2 将来人口動態からみた福祉避難所の需要推計 

 表－３は避難予測人口の結果を示している・自治対数が多

かったため，今回は人口の多い 10の市の結果を挙げている．

表より，人口動態の予測から 6割の行政が収容定員を上回っ

ていることがわかる．兵庫県全体では 4割であった．これは

高齢者の人口のみで考えた場合なので，障害者や妊婦，乳幼

児を含ませるとほとんどの行政が収容定員を上回ることが

予想される． 

 

4. まとめ 

 本研究結果より， 福祉避難所の現在の状況で多数欠点が

見つかり，災害時に福祉避難所として運営できるか不安であ

る，ということがわかった． このことから，まず行政がこの

状況を把握し，施設の管理者，地域住民に福祉避難所のこと

を知ってもらう必要があると考える．そして，知ってもらっ

た上で，各々がすべきことを判断し自ら動くべきである．行

政，地域が一体となり災害について考えていくことが防災・

減災につながっていくのではないかと考える． 
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図－２ 福祉避難所に対する行政からの支援状況 

 

表－２ 運営マニュアルの有無と訓練の有無 

 

 

表－３ 避難予測人口 
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